
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅲ部 
 

アンケート分析編 

の職業生活を考えてもらう場（「60 歳以降の職業生活へのサポート」）を多く用意すること

と人事制度の整備状況との間には密接な関係がある。 

高齢社員用人事管理が良好な高齢者雇用パフォーマンスを上げるには、高齢社員を活用す

るとの方針を明確にし、それを現役正社員のなかに浸透させることが重要である。これを基

本にした上で、高齢社員に対して現役正社員と異なる人事管理を採用する場合には、現役正

社員との人事管理上のギャップが大きいため、高齢社員の活用方針を明確にし、それを高齢

社員と現役正社員に浸透させるための支援施策や「なぜ人事管理が変化するか」を高齢社員

に納得してもらうための支援策を強化する必要があると考えられる。 

 
図表 2-3-5-1．高齢社員の人事管理（人事制度）の規定要因 

（順序ロジステック回帰分析）N=2,394 社 

係数値
正社員数 0.286 0.039 ***
建設業ダミー 0.328 0.194 *
運輸業ダミー 0.177 0.163
卸売・小売・飲食・宿泊業ダミー 0.195 0.125
医療・福祉ダミー -0.505 0.169 ***
教育・学習支援業ダミー -0.262 0.135 *
サービス業ダミー 0.112 0.110
その他ダミー 0.029 0.348
中高年比率 0.321 0.053 ***
正社員数の増減 0.057 0.031 *
60歳以降の職業生活のサポート 0.090 0.034 ***
推進体制：社会の要請 0.061 0.065
推進体制：戦力という方針を持つ 0.204 0.067 ***
推進体制：従業員への働きかけ 0.183 0.061 ***

***

標準誤差

NagelkerkeR2 0.098

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
変
数

推
進
体
制

－２ＬＬ 5513.382
Ｘ２ 228.140

 
注 1）***は 1％水準有意、**は 5％水準有意、*は 10％水準有意 
注 2）業種ダミーのリファレンスグループは「製造業」 
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第１章 調査概要 

１節 調査の目的 

 『人事制度と雇用慣行の現状と変化に関する調査研究（第一次報告書）－60 歳代前半層の

人事管理の現状と課題』の「60 歳以降の従業員に関する人事管理」に関する企業アンケート

調査結果から、①企業からみた 60 歳代前半層の働きぶりに満足している企業ほど、70 歳雇

用に積極的である。②さらに、働きぶりの満足度と、60 歳代前半層を対象にした人事管理の

整備状況との間には密接な関係があるということ、の 2 つの点が明らかになった。 

 しかし、11 社を対象としたヒアリング調査結果からは、企業の 60 歳代前半層の働きぶり

に対する満足度は、企業の雇用管理の整備状況に加え、「60 歳代前半層に対して会社・上司

が期待する役割を伝えているかどうか」や「60 歳代前半層の意欲やモチベーション」も影響

を与えていることが明らかになった。それは、企業が 60 歳代前半層に期待する役割が現役時

代（59 歳以下）と変わることと、60 歳代前半層にとっても、多くの企業が採用している定年

年齢である 60 歳時点を契機として、働く意識や意欲も変わるからである。 

 以上のことを整理すると、①企業は 60 歳代前半層に期待する役割や求める働き方を明示し、

それを 60 歳代前半層に伝える仕組み（従業員個人の側からすると、「企業がどのようなこと

を期待しているのか」知る仕組み）、②60 歳代前半層の能力・適性や働き方に対する希望や

意欲を会社に知らせる仕組み（従業員個人の側からすると、「個人がどのような能力・意欲を

もっているのかを企業に「知らせる」仕組み」を、③企業と 60 歳代前半層の両者を的確に結

びつける仕組み（「相談・支援」仕組み）、を整備することが重要であり、これらが整うこと

で、60 歳代前半層のモチベーションが高まり、それが職場の生産性の向上につながり、企業

の 60 歳代前半層の働きぶりに対する満足度が高まる。そして、それが最終的に 70 歳雇用へ

つながると考えられる。 

 そこで、本年度は、「企業の 60 歳代前半層に期待する役割」を 60 歳代前半層に知らせる仕

組み、60 歳代前半層が「企業の高齢社員に期待する役割を知る」仕組み、企業が行う「60

歳代前半層の働き方」相談・支援する仕組み、の 3 つの仕組みの現状を明らかにするために、

企業・団体（「企業」と略す）側と従業員（60 歳代前半層）側アンケート調査及び聞き取り

調査を実施した。本報告書はその結果に基づくものである。 

 

２節 調査の内容 

  本調査は、企業が「60 歳代前半層に期待する役割」を「60 歳代前半層に知らせる仕組み」

と、企業が「60 歳代前半層の能力・意欲」を「知る仕組み」と、企業が 60 歳代前半層を対

象として「60 歳以降の働き方を相談・支援する」仕組み、の 3 つの仕組みの現状と課題を把

握することを目的としており、主な調査事項は次の通りである。 
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⑦個人属性 

・性別、年齢、最終学歴 

 

 なお、調査内容の詳細については、資料編の調査票を参照されたい。 

 

３節 調査の方法 

１．調査対象の抽出 

 本調査では、企業が「60 歳代前半層に期待する役割」を「60 歳代前半層に知らせる仕組み」

と、企業が「60 歳代前半層の能力・意欲」を「知る仕組み」と、企業が 60 歳代前半層を対

象として「60 歳以降の働き方を相談・支援する」仕組み、の 3 つの仕組みの現状と課題を明

らかにすることを目的としているため、以下に示すような条件に基づき、事業所を抽出した。 

 高齢・障害者雇用支援機構が保有しているデータベースから、常用労働者で「60 歳以上 65

歳未満の高齢者」が 10 名以上在籍している事業所で、かつ、産業分類で農林水産業、政治・

経済・文化団体、宗教、その他のサービス業、公務、独立行政法人、農協、漁協及び宗教を

除外し、33,764 事業所を抽出した。 

 その後、抽出された 33,764 事業所のなかで、事業所全体の常用労働者数が多い順に 3 万事

業所を最終的に抽出し、調査対象とした。ちなみに、調査対象事業所のなかで、最も常用労

働者数が少ない事業所全体の常用労働者数は 60 名である。 

 

２．調査方法について 

（１）事業所（企業）アンケート調査  

 事業所（企業）調査は、事業所の総務（人事）部宛に調査票を郵送、総務（人事）担当者

に記入をお願いし、返信用封筒にて返送する方法をとった。 

 調査票は平成 22 年 8 月 13 日に発送し、回収期日を平成 22 年 9 月 13 日とした。回収数は

7,129 票（有効回収数 7,110 票、有効回収率 23.7％）であり、回収率は 23.8％であった。   

 

（２）従業員アンケート調査 

 従業員アンケート調査は、上記の調査対象事業所 3 万事業所に在籍する、「60 歳代前半の

正社員」または「60 歳代前半の再雇用者（事業所に勤務している 60 歳以降の者のうち、該

当事業所で正社員として 60 歳代前半で定年を迎えた後も、引き続き雇用している者で、定年

後の雇用形態は正社員、非正社員を問わない。ただし、定年後の派遣契約者や請負契約者は

除く）」（経営者・役員は除き、出向・転籍者は含む）2 名に配布してもらった。調査票配布

数は 6 万名である1。従業員調査は 9,238 票回収し、60 歳以上の就業者（年齢無回答を除く）

                                                      
1 実際に事業所から「60 歳代前半の正社員」または「60 歳代前半の再雇用者」に配布された合計枚数は 10,454
枚（「1 人に配布した」×1,272 社＋「2 人に配布した」×4,591 社＋「0 人に配布した」×1,247 社）である。 

（１）企業調査 

①経営の概要 

・業種、従業員構成、経営状況、中高年比率、同業他社と比較した競争力、事業所の概要 

②45 歳以上の正社員を対象とした 60 歳以降の職業生活を考えるための支援策 

・ 60 歳以降の職業生活を考えてもらうための場・機会、キャリアプラン策定の研修の必要性、

60 歳以降の職業生活の相談やアドバイスの現状・担い手・今後の対応 

③60 歳以降の現状と雇用の仕組み 

・60 歳以降の社員の活用・採用の現状、60 歳以降の雇用の仕組み、活用の推進体制、60 歳

前半層の働き方や給与の決め方の考え 

④60 歳代前半層に「期待する役割を知らせる」仕組み 

・「知らせる」仕組みの現状と管理職の役割、管理職への情報提供 

⑤60 歳代前半層の「能力を知る」仕組み 

・「能力を知る」仕組みの現状、「働き方の希望を知る」仕組みの現状、「働き方などを相談・

支援する」仕組みの現状と必要性 

⑤60 歳代前半層の活用の評価状況 

・活用に対する評価、活用上の課題 

⑥65 歳以降の従業員に対する仕組み 

・活用状況、雇用の仕組み、60 歳以降の従業員に「期待する役割を知らせる」仕組み、60

歳以降の従業員の「能力を知る」仕組み 

 

（２）従業員調査 

①会社（勤務先）が「従業員に期待する役割を知らせる」仕組み 

・「知らせる」仕組みの現状と管理職の役割、管理職への情報情報 

②会社が従業員の「能力を知る」仕組み 

・「能力を知る」仕組みの現状、「働き方の希望を知る」仕組みの現状、「働き方などを相談・

支援する」仕組みの現状と必要性 

③60 歳以降の処遇への考え 

・働き方や給与の決め方の考え、人事評価への考え 

④60 歳以降の職業生活を考えるための支援策 

・ 60 歳以降の職業生活を考えてもらうための場・機会、キャリアプラン策定の研修の必要性、

60 歳以降の職業生活の相談やアドバイスの現状・担い手・今後の対応 

⑤現在の会社（勤務先）と働き方 

・会社（勤務先）の概要、現在就いている仕事の特徴、現在の働き方と満足度 

⑥これまでの働き方と今後の働き方 

・これまでの働き方、仕事に関する考え、今後の働き方 
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第２章 企業アンケートの分析 
 

１節 企業の概要と事業所の概要 

１．業種 

回答企業の業種をみると、「製造業」が 21.6％で最も多く、これに「医療・福祉」（17.3％）、

「サービス業」（17.1％）、「運輸業」（12.2％）、「卸売・小売業」（10.5％）が続いている（図

表 3-2-1-1）。 
図表 3-2-1-1．業種 

製造業
21.6%

教育・学習支援業
4.5%

サービス業
17.1%

卸売・小売業
10.5%

運輸業
12.2%

建設業
4.9%

鉱業
0.0%

無回答
0.8%

その他
5.0%

情報通信業
0.9%

金融・保険業
1.5%

不動産業
0.9%

飲食店・宿泊業
2.4%

電気・ガス・熱供
給・水道業

0.4%

医療・福祉
17.3%

 

２．従業員規模 

従業員規模（出向・転籍者を含めた直接雇用している従業員1の合計人数）は、平均 466 人

である（図表 3-2-1-2）。その分布をみると、「101～300 人」（47.9％）が半数近くを占めてお

り、これに「51～100 人」（17.1％）、「301～500 人」（14.1％）が 15%前後で続く。なお、1000

人以上の大規模企業（「1001～5000 人」6.8％、「5001 人以上」1.0％）は 8％程度である。 

 
図表 3-2-1-2．従業員規模 
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7110 0.7 0.7 17.1 47.9 14.1 10.7 6.8 1.0 1.1 466.11
建設業 345 1.2 0.6 22.0 51.3 10.4 7.0 6.1 0.9 0.6 375.99
製造業 1536 0.4 0.5 18.4 51.4 12.2 7.9 7.0 1.2 1.0 520.13
運輸業 865 0.2 0.2 25.3 51.1 10.2 7.1 3.9 0.7 1.3 312.65
卸売・小売業・飲食店・宿泊業 917 0.2 1.0 12.9 41.9 14.9 14.3 11.6 2.4 0.9 711.96
金融・保険・不動産業 168 0.0 1.8 13.7 24.4 20.2 20.8 16.7 1.8 0.6 786.78
医療・福祉 1230 0.2 0.6 11.5 53.0 19.3 10.6 3.4 0.2 1.2 328.31
サービス業 1602 1.4 1.1 16.0 44.5 14.8 13.4 7.4 0.7 0.6 469.53
その他 390 2.6 0.5 21.8 47.7 10.3 9.5 5.9 0.8 1.0 399.07
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（注 1）サービス業には教育・学習支援業を含む。 
（注 2）その他には電気・ガス・熱供給・水道業を含む。 

                                                      
1 ここでいう「直接雇用している従業員」とは、派遣や請負は除いた、正社員と非正社員（嘱託社員、契約社員、

準社員、パートタイマー、アルバイト等）をいう。 

は 8,823 票である。推計回収率（事業所から従業員に実際に配布された調査票数から推計）

は 88.4％、60 歳以上の就業者に限定すると 84.4％である。 

 

３．クロス分析で使用する変数について 

 アンケート結果のクロス分析にあたっては、以下を分析のための主な変数として取り上げ

ている。 

（１）企業調査 

①回答企業の特徴を表す変数 

・「業種」：回答企業の業種をいう。 

・「従業員規模」：回答企業全体の正社員数の規模をいう。 

②高齢者活用の特徴を表す変数 

・「高齢者活用の雇用形態」：60 歳代前半層の主な雇用形態をいう。 

③45 歳以上の正社員を対象とした「60 歳以降の職業生活を考えるための支援策」 

・「60 歳以降の職業生活」を考えてもらうための機会・場：機会・場所の多寡 

・「60 歳以降の職業生活の相談やアドバイス」の状況：実施の評価 

 

（２）従業員調査 

①企業（勤務先）の特徴を表す変数 

・「従業員規模」：回答企業全体の正社員数の規模をいう。 

②従業員の特徴を表す変数 

・「現在の雇用形態」：従業員が現在就いている雇用形態をいう。 

・「現在の職種」：従業員が現在就いている職種をいう。 
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